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値に割引計算を行う「DCF法（discounted cash ﬂow method）」が広く用いられている。一方、無
形財である知的財産権は「自社使用」「他社使用（ロイヤリティ収入）」「クロス・ライセンス」など







































































































































































































































































――（４－３）d1＝ ln（S/X）＋rτ＋σ2τ/2  /σ τ［ ］










































利益調整係数（OPAC：Operating Proﬁt Adjustment Coefﬁcient）」を乗じて算定される。OPACは、
「生産効率」、「意匠・商標力」「市場規模力」「創業度の正常性」「販売力」の６項目からなる「キャッ
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